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1．はじめに  

社会の意思決定の問題に対してそれが定量的に表現され定式化される場合に、ORは多くの有効な解  

決方法を提供してきた。しかし、社会活動のなかで生じる意思決定問題は定量的に把握できる要因と  

定性的な感覚的判断を伴なう要因を総合的に考察し解決方法を検討する必要のある場合が多い。AH  

Pは人間の感覚的判断を意思決定に取り込んだ数少ないORの手法である。そのような理由からAH  

PはORの新しい方向といえよう。  

一方AHPは意思決定に感覚的判断を取り入れているために、その分析結果も主観的で感覚的な部分  

が残るのが一般的である。そのために、人間の好み、趣向、価値観が意思決定において重要な役割を  

担っている場合にはこの手法は大変有効な手法であるが、企業の意思決定のように大きな失敗はあっ  

てはならなかったり、だれかの勘に頼りすぎてはならなかったりする場合にはしばしば敬遠される手  

法でもある。  

企業の重要な意思決定の中には実力のあるマネージャの経験や勘に頼らなければならない問題が沢  

山存在する。このような問題解決にこそAHPは使われるべきであるが、人間の感覚的判断が信頼で  

きないということからAHPはあまり使われていないのが現状である。「AHP事例集」（日科技連  

出版社、刀根薫、真鍋龍太郎編、1990）を調べてみると、多くの事例が考え方を提供するかあるいは  
実験的にAHPを試みた程度にとどまっている。AHP分析結果に基づいて実際の重要な意思決定を  

行った事例はあまり多くない。しかし、この事例集を良く分析してみると、グループの意思決定にA  

HPを使った場合には比較的その結果が重要な業務の意思決定に利用されている。この事実から次の  

ように考えた。「人間の感覚的判断は人によって異なり、それを利用した重要な意思決定結果を信頼  

することはできない。しかし、人間の感覚的判断結果も一人だけでなく多くの人が同じような判断を  

している場合にはその判断結果はかなり信頼できるであろう。従って、一人の判断によるAHPの結  

果は重要な意思決定の参考資料としてあまり使わないが、複数の人間の共通する感覚に基づくグルー  

プ判断は結果に信頼がおける。よって、その判断結果を用いたAHPの結果は信頼できる。」と人間  

は考えるであろからグループAHPの研究は経営意思決定で実際に使われ有効な方法を提供する可能  

性が高いと言えよう。  

グループAHP法では集団の複数のメンバーの感覚的判断を取り入れるという意味から結果が集団  

に受け入れられ易いということは上述したが、さらにメンバーの感覚的判断には各々のメンバーの価  

値観が反映されているので、個人個人の判断結果をうまくまとめることのできるグループAHP法は  

集団の合意を得るためにも有用な方法を捏供すると考えられる。  
ここで提案するグループAHP法はグループの合意形成について次のような人間仮説をおいて、グル  

ープAHP法を設定している。  

仮説1：「人間は自分の判断をはっきりと決める前に、その判断を修正させられる方が、一度はっき  

りと決めてしまった後に、判断結果を替えさせられるよりは合意が形成されやすい。」  

この仮説のもとでAHPの一対比較行列の各要素である比較評価値を点で与える代わりに区間で与  

える方法を提案した。これは評価者の比較評価を出来るだけ断定させないで集団合意形成が出来やす  

くするためである。  

仮説2：「人間はいろいろの判断の間で相互に矛盾がない結果ほどその結果を受入れやすい。」  

評価者の整合性が最も小さくなるように一対比較行列を決定する  

仮説3：「集団のメンバー 人一人は集団の決定結果と自分の決定結果との差違が／J、さいほど満足する。」  

集団の意思決定はメンバの与えた各人の結果に最も近いものを採用する。   

以上の仮説をもとに「集団の合意を得るためのグループAHP法」を紹介する。  

－13－   

© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



以下は著者らによる下の論文からの抜粋である。  

論文‥山田善靖、杉山学、八巻直－“合意形成モデルを用いたグループAHP’’、JoⅥm由oftbe  

Ope柑也om＄Resea℡Chofぬpam，Vo且・40，No・2，芯岬23臥244，JⅦ皿e且997   

2。提案するグループÅHpの特徴と手順   

Sa餌yが提案した方法では，集団としての一対比較値を作成する段階において，各メンバ  

の意見を1つの値に集約し七しまうために，重要度を算出する以前の段階で，既に不満を抱  
く結果となっている．つまり，「その集約された値には納得がいかない．」等の不満が生じ  

る．よって，このよう馴犬況下で作成された一対比較行列から算出した重要度にも，当然満  

足できないといった問題が生じる．そこで，本論文で提案する方法は，まず，各メンバの意見  

の表現方法として，集団を構成している各メンバそれぞれが，相手の意見に対し「容易に抵  
抗なく受け入れられる範囲」を示してもらうこととする（以後，主張区間と呼ぶ）．その上で，  

集団としての一対比較値を作成する段階において，各メンバの意見を1つに集約せずに，仝  

メンバの意見を取り込んだ“区間催”を用いる（以後，■グル丁プー対比較借と呼ぶ）．この結  

果得られたグループ一対比較行列から，集団全体の意見として最も首尾∵貫性が良くなる一  

対比較値，つまり“整合皮（consistencyindex：C・I・）を卑小”とする一対比較値から算出し  

た重要度を採用するものである．加えて，算出した重要度が一意に定まらない場合には，各  
メンバ本来の意見（一対比較値）に最も近い意見から重要度を算出する．言い替えるならば  

提案する方法は，集団を構成する全メンバの意見を取り込み（グループ一対比較値），その状  

態から合理的な方法（整合度を最小化し，集団全体の不満足の度合いを最小化する）により意  

見を集約するものである．   

上述のように本論文で提案するグル」プÅHPの最大の特徴は，集団の合意形成過程に  

“区間表現”を用いる点にある．区間表現を用いたÅHPは，既に文献【1，2，3，5，11】等で提  

案されている．しかし，これらの方法は全て個人の意思決定問題を扱っており，本論文で扱  
うような集団における意思決定問題に利用されてはいない．また，集団における意思決定問  

題国有の特性から，この区間表現の利用の仕方や意味する内容も異なっている．具体的に提  

案するグループAHPでは，各メンバの意見として主張区間が用いられ，全メンバの意見を  

取り込んだグループ一対比較値が用いられている．   

その他の特徴として，区間値で表された一対比較行列（グループ一対比較行列）から重要  

度を算出する方法も既存の方法とは異なる．既存の方法では全て，この区間値で表された一  

対比較行列から求めた重要度も区間値であったが，提案するグループAHPでは，各要素の重  

要度を各々1つの値で求めるものである．つまり，求める重要度は区間催ではなく，通常の  

AHPと同様である．よって，給合的重要度の算出も通常のAHPの場合と同様となる，   

本論文で提案するグループAHPの手順をまとめると，以下の図1のようになる．  

3．主張区間   

本論文で提案するグループAHPでは，各メンバの意見の表現方法として，集団を構成し  

ている各メンバそれぞれに，「抵抗なく受け入れられる範囲」示してもらうごととする．従  
来に比べて，このように幅をもって意見を示してもらうことで，集団の合意がスム●－ズに形  

成されることが期待できる．   

メンバたが評価項目富と評価項目Jの一対比較を行い，かつ，他の相手の意見に対し「容  

易に抵抗なく受け入れられる範囲」を主張区間とし，以下のように定義する．  
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図1：提案するグループAHPの手順  

【定義1】主張区間  

膵），瑚，  

巨；ぎ），l椚＝  

（た＝1，…，m and盲，J＝1，…，71），  

（1）  

ここで凋）とげは，メンバたが与えた豆項目とブ項目の一対比較値の下限値と上限値を表  
し，【糾明は区間（柑∈即諾）≦柑≦柑）を表す・また，mはメンバ数川は評価項目  

数である・．この主張区間膵），瑚の中には，当然メンバ体来の意見が含まれ，その区間幅  
世相－1n倒は意見の強さを表現していることとなる・つまり，メンバたの意見が強Y、時  
には，主張区間の幅は狭くなり，意見が弱い時には，主張区間の幅は広くなる．   

区間表現を用いたAHPは，文献【1，2，3，5，111等で提案されている．一般にこれらは，区  

間の表現方法の違いで2つに分けることができる．文献【1，2，11】等では一対比較の評価を  

単なる範囲で示しており“区間AHP”と呼ばれている・それに対し，文献【3，5】等ではそれ  

をファジィ数で示していることから“ファジィAHP”と呼ばれている．本論文で提案するグ  

ループAHPでは，区間表現を「容易に抵抗なく受け入れられる範囲（主張区間）」や，「全メ  

ンバの意見を取り込んだ区間値（グループー対比較値）」と■いうように，範囲として用いるた  
めに，基本的に区間AHPの考え方といえる．   

4．グループ一対比較行列の設定   

2■章でも述べたように本論文で提案する方法は，集団としての一対比較値を作成する段階  
において，従来の方法のように各メンバの意見を1つの一対比較値に集約せず，区間値（グ  
ループ一対比較値）に集約する．  
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具体的にグループー対比較値［乙J，可の決定に対して，ここでは次のような2種類を提案  

する．   

a）主張区間に共通する区間が存在する場合  

各メンバが与えた主張区間の間に，共通する区間が存在する場合には，その共通区間  

の最大区間をグループー対比較値とする．  

m  

n膵），l椚卵の場合，  
た＝1  

たメ＝聖X（伽＝1，…，m），（豆，J＝1，‥・，花），  
毎＝聖（抑た＝1，…，m），（り＝1，…，叶  

（2）  

b）主張区間に共通する区間が存在しない場合   

各メンバが与えた主張区間の間に，共通する区間が存在しない場合には，各主張区間   
を全て含む区間の中でも最小区間をグループー対比較催とする．  

m  

n膵），l椚＝¢の場合，  
ん＝1  

乙J＝聖n（伽＝1，…、m），（査，j＝1，‥・，托），  
毎＝翌Ⅹ（抑た＝1，…，m），（哀，J＝1，…，m）・  

（3）  

ここで，¢は空集合を表す．   

各メンバが与えた主張区間の間に、共通する区間が存在する場合には，質の高い合意形成  

ができると期待できるが，共通する区間が存在しない場合には，質の高い合意形成があまり  

期待できない．つまり，グループ一対比較行列において，¢の場合が多いということは，各メ  
ンバの意見がバラついていることを表しており，¢の数量は合意形成の質の高さを表す指標  

となる．¢が多数であれば，デルファイ法の考え方に基づき，基本的には共通する区間が存在  

するまで，各メンバ甲主張区間を取りまとめた結果を返却し，改めて主張区間を示してもら  
う作業を繰り返し行うべきである．   

グループー対比較行列の設定には，様々な変種が考えられる．しかし基本的には，対象と  

なる集団の特性を基に，各メンバ間の総意により決定されるべきものである．つまり，アプ  
リオリな情報が存在する場合には，当然その情報を優先すべきである．ここでは，それらの  

情報が入手困難な場合や，より唇観的に設定したい場合などに有効であると考えられる方法  
の中の1つを示した．   

5．重要度決定法   

本論文で提案する重要度決定モデルは，各要素が区間僅から成るグループー対比較行列  
i
 

け
し
と
 
 

ノーホり］）から，集団全体の意見として最も首尾一貫性が良くなる，つまり整合度（C・Ⅰ・）  ∬＝（  

が最小  なる一対比較値を発見し，その時の重要度wfを採用するものである．整合度を最小  

とする一対比較値は必ずしも一意ではないが，その場合には各メンバの不満足の度合いを定  

義し，集団全体の不満足度（dissatisfactionindex：D．Ⅰ．）の最小化を行う．まず初めに，整合  

度を最小化するのは，集団全体の意見として首尾一貫性（整合性）がないのでは，結果として  
得られた重要度に村して信頼がおけないからである．次いで，不満足度の最小化を行うのは，  
各メンバに対してより受け入れ易い結果を作り出すためである．このように提案する重要度  

決定モデルの特徴は，重要度を算出する上で整合度と不満足度を取り入れた点にある．  
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5．1 不満足度の定義   

本節では，集団全体の不満足度（D．Ⅰ．）を不満値（（1issatisfactio11SCOre：D・S・）と最小不満  
値（minimumdissatisfactionscore：M・D・S・）から定義する・   

不満値（D．S．）は，求める一対比較値と各メンバの本来の意見の差の重み付き総和で与え  
られる・3章において，主張区間膵），瑚の中には、当然メンバ挿来の意見が含まれる土と  

を述べた．従って，メンバた本来の意見は，この主張区間内の何れかの値であり、甘と表す・  
この情報が存在するならば，その値を用いればよいが，存在しない場合には、様々な状況に応  
じて設定されるべきである．ここでは，その1例として区間の下限値と上限値の幾何平均値  
を採用する．  

） 
J三言・辟  （4）  

） 
c＝  

また，重みはd…‡）で表し，各メンバの意見の強さに比例されるべきである・すなわち，各メン  
バが与えた主張区間の区間幅の大きさ陣場㌧1n劇に反比例するべきである・ここではt  

その1例として次の重みd～f）を採用する・  

1 

：二 

（5）  

呼＝！1n滞）－1nげ卜  

求める一対比較値をxijとし，メンバkの不満値（k－thD・S・）を以下のように定義する・  

【定義2】メンバたの不満億（k－tbD・S・）  

β∫た＝∑紺（1nェiゴー1nc…‡））2・  

i＜ブ  

そして，不満値（D．S．）を以下のように定義する・  

【定義3】不満億（D・S・）  
／  

β∫＝∑∑d錮n∬iゴー1nc…‡））2・  

i＜ブ た   

（6）  

（7）  

姉缶り約鮒の無い場合，不満値（D・S・）は極＝1n拘＝毒写畔f）の時最小と  
なる．よって，これを最小不満値（M．D．S．）として，以下のように定義する・  

【定義4】最小不満値（M・D・S・）  

〟β∫＝∑∑d帥npfゴー1nc…‡））2・  
i＜Jた  

（8）  

以上の不満値（D．S．）と最小不満値（M．D．S．）から，集団全体の不満足度（D・I・）を以下のよう  

に定義する．  

【定義5】不満足度（・D・Ⅰ・）  

βg－〟β∫  
（9）   

上）J   

几れD5 ’  
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β∫＝∑∑d帥n∬fゴー1nc～‡））2，  
i＜jた  

〟β∫＝∑∑d帥n勒－lnc…丹  
i＜j た  

姦誓願c…‡）・  
1n勒＝   

5●。2 重要度決定モデルの定式化   

最初に整合度（Cエ）の最小化を行い，次いで集団全体の不満足度（D．Ⅰ．）の最小化を行う，  
重要度決定モデルを以下のように定式化する．  

最小化 α（CJ）＋β（エけ），  
れ  

条件 ∑孔明＝入叫，（豆＝1，…，乃），  
ブニ1  

句エゴi＝1，  （五，ブ＝1，…，乃），  
n  

∑叫＝1，  
f＝1  

（10）  

（豆＝1，…，乃），  叫＞0，  

JiJ≦エーj≦立小（ま」＝1、…，可・  

ここで，目的関数のα，βは目標計画法【4】の付順方式で用いられる順位係数且（た＝1，2，…）  

に相当する係数である．また，CJは整合度であり，一対比較行列の最大固有値入m。rを用い  

て，  

入m。で一花  
（11）  CJ   

Tl－1’   

と表される．そしてα≧0かつβ＞0であれば目的関数は，凸関数となる．制約条件の第  

1式は固有方程式の条件，第2式は一対比較要素に関する逆数対称性の条件，第3式は重要  

度の正規化の条件，第4式は重要度の正値条件，第5式は一対比較値に関する区間の条件で  
ある．重要度決定モデル（10）の固有方程式の条件において，ペロン・フロペニウスの定理  

（Perron－Frobenius’theorem［12】）から重要度が正値であるという条件のみで，入が最大固有  

値であることが保証される．   

ここではα，βを順位係数に相当する係数であるとしたが，対象となる集団の特性に合わ  

せて．整合度（CJ）を重視するのか，不満足度（βJ）を重視するのかといった意向を，α，βの  

値をいろいろと変化させることで反映できる．この重要度決定モデルにおいて，βを非常に  

大きくすること，つまり，不満足度岬J）だけの最小化を行うことは，従来のSaaty●が提案し  

た2つ目の方法（幾何平均を用いて，集団としての一対比較値とする方法）と同様の主旨とな  

り，特殊な状況の基で一改する．また当然，この重要度決定モデルを解いた結果，整合度が悪  

い場合には、各メンバが与えた主張区間を再検討する必要がある．  

参考尭献  

n］刀礪諷真鍋龍太郎：L牡好事楓、日科抗軋軌1舗  
凹 八巻直一、山田観杉山学：榔十画法の人事間陛托のカレープÅ和円陰への適用」、肋舵應咽  

ば蝕e迩由ぬR仙『 恥蜘脚51一弘1錮6  
凹 山田艶物山気ノ阻：恰意聯蕗亡デ′レを用いたグ′レープAHp」、ゐ皿組曲臨q脚血脈  

随感ISo血吋ばゐp叫Ⅵ止邸Nb．呈押瓢2鴎1繁打  

凹 八巻直一：「グンレープ評価こよる人事評価トの適翔」、平成9年度第2回ORセミナーテキスト（意  

思決定手法Å忙Pの実用の新ステップ勺、日本かベレーションズ。リサーチ学魚卵35・郵1琵格  

－18 －   

© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.




